
Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、
ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

ⅰ） 高度道路交通システム
ⅱ） 新たなものづくりシステム
ⅲ） 統合型材料開発システム
ⅳ） 地域包括ケアシステムの推進
ⅴ） おもてなしシステム
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対象とした平成２８年度アクションプラン

高度道路交通システム
施策番号 施策名 実施府省 備考

1 交・総01 自律型モビリティシステム（自動走行技術、
自動制御技術等）の開発・実証 総務省

2 交・経01 スマートモビリティシステム研究開発・実証事業 経済産業省

3 交・国01 高度運転支援装置安全性評価施設の整備 国土交通省
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新産業戦略協議会等からの助言 対応

自動車産業や車の交通システムの約130年の歴史で培われ
た標準化の考え方や方向性、世界観などを記載する。

自動走行システムを実現する上でベースとなる考え方であり、
共通の良い方向性を示すことになるので、是非基本認識の
中で記載をして、各取組の中ではスローガンのような位置づけ
として共有していきたい。

HMIにおいて、特に「完全自動走行システム」については、もっ
と議論が必要と考えている。もう少し上位志向に目指した記
載にする必要がある。

HMIの取組については「準自動走行システム」と「完全自動
走行システム」とで分けられるところは分けて、必要性やあり方
の検討を含め社会実装につながる研究開発を取り組んでいく。

法制度とか標準化などについて記載していくべきでは。 「大規模実証実験」という取組において「技術・制度面での
具体的課題の早期抽出」を想定している。法制度をそれぞれ
担当している省庁があるので連携を取り、必要な取組みを推
進していく。

当事者として地図を作るのではなく、いろいろなステークホル
ダーが関わり合って、最終的に望むべき地図を作るというよう
な仕組作りを行っていく方法はどうか。

維持更新が重要になってくるのでいかにビジネスとして回せるか
というところまで含めて検討していきたい。また、拡張性も非常
に大切になることからレイヤーとレイヤー、追加情報などの紐づ
けをどうするか、ルールなどを決める取組も更に進めていく。

助言と対応
高度道路交通システム
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

交・総01
自律型モビリティシステム（自
動走行技術、自動制御技術
等）の開発・実証

1750 980 ｰ

・スマートロボット実証実験ゾーン（仮称）に関する
モデル地区の選定、創設準備
・IoT推進コンソーシアム 技術開発WG（スマート
IoT推進フォーラム）の設立及び自律型モビリティプ
ロジェクトの設置、プロジェクトにおける検討の推進
・基礎検討及び実証環境の整備の推進

交・経01 スマートモビリティシステム研究
開発・実証事業 2000 1880

・詳細設計を通じＭＥＭＳミラーの反射角、時間
同期方法の決定
・レンズ光学系の最適化
・評価用の物体認識アルゴリズムを設計
・運転行動データベース化に必要な収集データの自
動タグ付け、シーン分類、検索機能等の管理システ
ムを設計
・運転行動データの収集
・自動運転用ステアリングコントローラ等、システム、
ハード、ソフトの各レベルの設計
・アプリケーション毎の事業形態の検討
・実証に向けた課題、論点の明確化

・物体認識アルゴリズムを含む高機能3Dレンジセンサ
を試作し性能を評価
・車載用センサの試作に向けた仕様の検討
・データベース管理システムの改良
・運転行動データの収集
・フェールオペレーショナルシステムを試作し性能を評
価
・対象とするアプリケーションの要素技術（電子連結、
デジタル地図等）に係る実機でのリスク分析・開発

交・国01 高度運転支援装置安全性評
価施設の整備 114 114 ｰ

・ドライビングシミュレータを用いて、ドライバへの権限
移譲が必要となる状況下において（緊急場面も含
む）、車両内のドライバに対して求められる高度運転
支援装置のＨＭＩの安全性要件及びその評価方
法の検討
・ドライビングシミュレータを用いて、自動運転車とドラ
イバが運転する車両との混合交通下において（緊急
場面も含む）、車両外の周辺車両に対して求められ
る自動走行システムの車両制御に関する安全性要
件及びその評価方法の検討

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
高度道路交通システム

予算単位は（百万円）
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交通渋滞の
低減

今日も時間
ピッタリだね！

一人でも

ラクラク

乗り込める

公共交通機関
の定時運行

誰にも優しい
交通手段の
提供

交通
事故の
低減

次世代都市交通システム
（ART:Advanced Rapid Transit）

地域包括ケア

エネルギー利用
のスマート化

インフラアセット
マネジメント

地域コミュニティ向け
小型自動走行システ

ム

自
動
走
行
シ
ス
テ
ム
の
基
盤

路面情報、車線情報、
3次元構造物など
路面情報、車線情報、
3次元構造物など

交通規制情報、
道路工事情報、
広域気象情報など

交通規制情報、
道路工事情報、
広域気象情報など

事故情報、
渋滞情報、
狭域気象情報など

事故情報、
渋滞情報、
狭域気象情報など

周辺車両、
歩行者情報、
信号情報など

周辺車両、
歩行者情報、
信号情報など

移動に困ること
がなくなった
ね！

シ
ス
テ
ム
間
連
携

社会経済
全体の
活性化

高度な地図基盤
（ダイナミックマップ）

動的
情報

静的
情報

等々

自動走行システム 【維持管理更新
費】
約5兆円*2
(2030年予測)

【介護サービス市場】
約2兆円*4

(2020年度予測)

【ｽﾏｰﾄシティサービス・
モビリティ分野世界市場】
約190兆円*3
(2030年累計予測)向上

抑制

*2：国土交通白書2014、*3：日経BPクリーンテック研究所調べ、*4：富士経済調べ

向上

•我が国を自動走行イノベーションの世界的な根拠にしていくため、SIPにおける各種要素技術の研究開発などに加え、将来の
都市や地方での社会実証実験等の実施も見据えつつ、平成２８年度から順次、既存施設も活用した実証拠点整備等に向
けて取組を推進する。

•自動車や人の動きなどのデータをリアルタイムに統合した地図を基盤とする自動走行システムを実現し、交通事故や交通渋滞
の低減を価値として提供する。また、要素技術の適用拡大により、公共交通機関の定時運行や誰にも優しい交通手段等を新
たな価値として提供する。

• さらに他分野でのデータ利活用により地方創生も含めた社会経済全体の活性化を目指す。
• これらの価値を統合した「高度道路交通システム」 により、我が国の基幹産業である自動車産業や関連産業の競争力強化
等に加え、自動走行関連データの利活用など他のシステムとの連携による新たな産業の創出を図る。

ⅰ）高度道路交通システム

システム化概要

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅰ）高度道路交通システム

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅰ）高度道路交通システム



149

対象とした平成２８年度アクションプラン

新たなものづくりシステム
施策番号 施策名 実施府省 備考

1 も・総01 IoT共通基礎基盤技術の確立・実証 総務省

2 も・経02 IoTを活用した製造業の新たなビジネスモデ
ルの提案 経済産業省

3 も・経05 CPSによるデータ駆動型社会の実現 経済産業省

4 も・文01 AIP：人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバー
セキュリティ統合プロジェクト 文部科学省

5 も・内科01 【SIP】「革新的設計生産技術」 内閣府

6 も・総02 脳情報による無意識での価値判断を活用し
た評価手法の研究開発 総務省

7 も・経01 三次元積層造形技術開発・実証プロジェク
ト 経済産業省

8 も・経04 高輝度・高効率次世代レーザー技術開発 経済産業省

9 も・経03 ロボット活用型市場化適用技術開発プロ
ジェクト 経済産業省
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新産業戦略協議会構成員からの助言 対応

＜も・総01について＞
通信量1000倍の見込みに対して、ネットワーク最適化や応
答時間短縮等のパフォーマンス向上で達成できるか分からな
い。必要とするセキュアな高速通信網構築のために必要な技
術の議論、検討等も必要だと考えられる。

本施策では、１０００倍以上の通信量増加の見込みに対
し、主として最終目標に記載した①～③の技術の組み合わ
せにより必要なキャパシティに対応するとともに、④～⑥の技
術により接続機器・サービス集約を通じた情報伝達の効率化
やセキュア性を確保できるネットワーク環境の実現を目指して
いる。本施策の推進にあたっては、ご指摘を踏まえ、各要素
技術を結集したトータルでのパフォーマンスの評価を実施しつ
つ、より詳細なターゲット設定やセキュア性の確保のための要
素技術の検討を加えながら進めて参りたい。

＜も・総01について＞
グローバルな観点で、競争力の確認や、具体的な取り組みを
検討して欲しい（例えば日本連合だけで無く、国際共調を
視野にいれた取り組みなど）。

「日本連合だけでなく、国際協調を視野に入れ、欧米におけ
るスマートシティに係る実証プロジェクトと協調しつつ国際標準
化を推進する等により取り組みを進めて参りたい。」といった趣
旨を追記することと致したい。

助言と対応
新たなものづくりシステム

新産業戦略協議会構成員からの助言 対応

＜も・経02について＞
稼働中の工場が備えるCPSサーバとの相関性等、実証まで
の活動を明確にし、重点的に取り組んで欲しい

レトロフィット型の実証事業となることが想定されるため、現行
のシステムとの連動性を含め、具体的な検討事項の抽出や
対応の方向性の検討を行うための分野別の作業部会をワー
キンググループ内に立ち上げて詳細な議論を行う予定。
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新産業戦略協議会構成員からの助言 対応

＜も・内科01について＞
直接関与していない企業、特に中小企業への成果の展開に
ついては、恒常的な普及チャネルと現場からのフィードバック
チャネル開設の検討も必要である
いただきたい

・各研究テーマで行っているコンソーシアムや革新的設計生産
技術全体で行っているシンポジウム等を通して、フィードバック
チャネルは開いている。さらに認知活動の強化を推進する。

＜も・内科01について＞
地域活性化の要の一つは農商工連携であるため、農商工
連携への成果の導入も意識していただきたい

研究成果の派生として農はまだ出てきていないが、今後意識
して進めていく。

助言と対応
新たなものづくりシステム

新産業戦略協議会構成員からの助言 対応

＜も・総02について＞
脳情報に加え、生理的反応等を加えた統合システムも検討
すべきである

本APで提案する評価分析手法の基礎技術において、主要
な分析情報は脳情報を対象としているが、計測可能な生理
的反応について加えたシステム設計も検討を行う。

＜も・総02について＞
SIPのデライト設計に関して連携できると考えるので、是非連
携を検討して欲しい

SIPのデライト設計における感性データベース、感性モデリング
等とは関連が深いと思われる。設計技術（SIPの対象）と
評価技術（本APの対象)という関係において、感性に関わる
情報について連携の検討をすすめたい。



152

新産業戦略協議会構成員からの助言 対応

＜も・経01について＞
本施策で得られる高付加価値製品等の競争力を十分高め
るために、どのような事を考えているかを教えて頂きたい。
（例えば、プリンティングエレクトロニクス等を視野に入れている
等）

・適用産業分野として、航空、宇宙、エネルギー、建設機械、
自動車、医療の各分野における試作、最終製品、構成部
品に適用を目指す。
・日本の持つ付加製造技術内容をＩＳＯ／ＴＣ２６１
（積層造形）において提案し、主導することで国際標準化
とする取り組みを目指し。グローバル市場での競争環境を優
位に進める。

助言と対応
新たなものづくりシステム

新産業戦略協議会構成員からの助言 対応

＜も・経04について＞
ターゲットを明確にして頂きたい
（例えば、従来製品との違い、開発した機器の適用分野、
価格帯等）

現在の切断、穴空け、溶接、接合等のレーザー加工は、赤
外領域の波長を用いて、部材を力ずくで加熱して加工（熱
処理加工）するという非常に効率が悪いものであったため、こ
れまでにない短波長領域（紫外、青、緑）のレーザー技術
を開発し、短波長（強いエネルギーで原子の結合を切る）、
短パルス（熱が発生する前に切る）でのレーザー加工によっ
て、高効率、ハイスループット、高精度、熱によらない加工
（非熱加工）を実現する。

＜も・経04について＞
本施策では、本開発の結果がどのような形で産業に影響を
与えていくのか

それによって、加工時間の大幅な短縮等による燃料消費・温
室効果ガス排出の削減を図るとともに、世界に例のない次世
代レーザー開発を核としたわが国ものづくり産業の競争力強
化を図る。
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

も・総01
IoT共通基礎基
盤技術の確立・
実証

1100 350 H28年度新規施策

IoT推進コンソーシアム 技術開発WG（スマートIoT推進
フォーラム）の設立、IoT共通基盤技術の研究開発・社会
実証プロジェクトの設置及びプロジェクトにおける検討を推進

スマートコミュニティ、スマートシティとして先進的な実証を行
う場所の選定、実証準備

各種IoTサービスの提供を実現する共通基盤技術及び革
新的ネットワーク基盤技術の研究開発、スマートIoT推進
フォーラムメンバーを中心とした新たなIoTサービスアプリケー
ションの検討

も・経02
IoTを活用した
製造業の新たな
ビジネスモデルの
提案

1850
の内数

1340
の内数

H28年度新規施策

ロボット革命イニシアティブ協議会 IoTによる製造ビジネス
変革WGの設置

バリューチェーンシステムの構築に関する先進的な実証を行
う

も・経05
CPSによるデータ
駆動型社会の
実現

6790 6360

平成２７年５月に、辻井潤一氏をセンター長として、産業
技術総合研究所に人工知能研究センターを設立。当初は
研究者約７５名の体制でスタートし、平成２８年１月時
点では約１５０名超の体制に拡充。

・分野横断的な技術として、データ収集システム、高速大
容量データストレージシステム、人工知能計算機基盤技
術、セキュリティについて、課題の整理及び共通基盤技術
開発を実施。

・「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための
研究開発、さらには、評価手法・ベンチマークデータセット等
の共通基盤技術の整備等を進める。

人工知能研究センターを拠点とした体制で、次世代人工知
能・ロボット中核技術開発事業を実施。大きく分けて①大規
模目的基礎研究・先端技術の研究開発、②次世代人工
知能フレームワーク・先進中核モジュールの研究開発、③次
世代人工知能共通基盤技術の３項目の研究開発に着手。
人工知能研究センターが、カーネギーメロン大学、豊田工業
大学シカゴ校、ドイツ人工知能研究センター等と協力関係の
構築に着手。

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
新たなものづくりシステム

予算単位は（百万円）
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

も・文01
AIP：人工知能/ビッグデー
タ/IoT/サイバーセキュリティ
統合プロジェクト

10000 5448 H28年度新規施策

革新的な人工知能を中核とした統合研究開発拠点を設
置するとともに、研究機関及び大学、企業の研究者等の
人材を結集することにより、研究チームを構成し、研究開
発を開始。
データサイエンティストや、サイバーセキュリティ、人工知能
技術に係る高度人材を集中講義やサマースクールなどを
通じて実施。
戦略的創造研究推進事業の一部として、ACT-I等の取
組を開始。

も・内科01 【SIP】「革新的設計生産技
術」

50000の
内数

50000の
内数

も・総02
脳情報による無意識での価
値判断を活用した評価手
法の研究開発

27461
の内数

27031
の内数

印象評価を実施するための学習用データの構築。
現在収集できている動画を対象にアノテーションを実
施。

アノテーションを行う方のバリエーション(年齢、性別など)を
増やし(5名程度)、個人差と評価の関係を検証する

個人に依存する印象評価の個人間のばらつきを確
認。

データ量と印象評定の関係を分析する。ヒトの情動に大き
く関わる映像データを1時間程度増強する
各CMがターゲットとする年齢層、性別等を考慮した実験
を実施

も・経01 三次元積層造形技術開
発・実証プロジェクト 2500 1350

平成２６年度までの研究開発をもとに、開発最終
目標の半分のスペック（造形速度を平成２５年
度時点海外装置の約５倍、製品精度は約２．
５倍等）の試験装置を完成

平成２７年度末までに開発した装置をベースに、開発最
終目標のスペック（造形速度を、平成２５年度時点海
外装置の約１０倍、製品精度は約５倍）達成のため、
さらなる高速・高精度化を目指す。また、実証を行うことで
実際に企業への導入を目指す。
さらに、定期的に海外を含めて、技術動向や政策動向を
把握するために調査や、海外への論文発表会、展示会へ
の参加により、情報を収集し、適切に計画に反映していく。

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
新たなものづくりシステム

予算単位は（百万円）
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

も・経04 高輝度・高効率次世
代レーザー技術開発 2300 2000 H28年度新規施策 研究開発チーム編成後に決定

も・経03
ロボット活用型市場化
適用技術開発プロジェ
クト

1500 1500

平成27年度は、ものづくり分野12件、サービス分野9件
の事業を採択。年度末には、中間評価会も実施。 ステージゲート審査の実施

市場化を目指し技術開発を実施。 市場化の目途がたった技術から順次現場に導入

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
新たなものづくりシステム

予算単位は（百万円）
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ⅱ）新たなものづくりシステム
•我が国の強みである設計・生産技術のさらなる進化に加え、ＩｏＴやビッグデータ、ＡＩ等
のサイバー空間との連携により、サプライチェーン全体にまたがるプラットフォームを構築

•潜在的なニーズを先取りした製品企画・設計、高速・高精度の加工や匠の技術を活用した生
産技術等によって、高品質・高付加価値の製品・サービスを迅速に提供することで、事業の拡
大や新ビジネスを創出し、産業競争力の強化、地域雇用の拡大、経済社会の活性化を実現

システム化概要

調達

メンテナンス

• IoT時代に適したネットワーク技術【総】
• IoTの活用と実証、CPS、AI技術【経】
• AI拠点構築、人材育成【文】

製品企画・設計
•新構造、複雑形状を実現す
る生産・製造技術 【内科】

•金属３D造形、レーザ技術、
市場ニーズに即応したロボット
【経】

喜び・感動

プラットフォーム

•ニーズ、デライト品質に
基づく設計手法【内科】

•脳活動・情報を用いた
評価技術【総】

新たな
ものづくり
システム

ユーザ

生産・加工

サービス

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅱ）新たなものづくりシステム

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅱ）新たなものづくりシステム



157

対象とした平成２８年度アクションプラン

統合型材料開発システム
施策番号 施策名 実施府省 備考

1 材・文01
情報統合型物質・材料開発の推進
（マテリアルズ・インフォマティクスの推進） 文部科学省

2 材・経02 超先端材料超高速開発基盤技術プロジェク
ト 経済産業省

3 も・経05
（再掲） CPSによるデータ駆動型社会の実現 経済産業省
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ナノテクノロジー・材料基盤技術分科会構成員からの助言 対応

＜材・文01、材・経02、も・経05について＞
本施策で扱うインフォマティクス技術の定義を明確にしておくこ
とが必要（シミュレーションとの差異）

分科会の議論の中で、マテリアルズ・インフォマティクスおよび
SIPで実施中の「マテリアルズインフォマティクス」の定義を明確
化した。

＜材・文01、材・経02、も・経05について＞
成功事例を早く出すことが必要で、課題の絞り込みが不可欠。
磁石や電熱材料であれば、経産省系の研究プロジェクト
（未来開拓）の成果を活用できるので、協力関係の構築に
向けて議論いただきたい。マテリアルズ・インフォマティクスの新し
い形を見せる上で、産総研（例：人工知能センター）等と、
情報系技術人材等の連携を強めて頂きたい

データベース基盤整備・拡充によるインフォマティクス技術基盤
の確立。経済産業省等の他省庁、他機関、他事業（SIP
構造材料等との連携を今後検討

＜材・文01、材・経02、も・経05について＞
新たな実験データを効率的に生み出す高速な材料試作・評
価への取組も重要

データ駆動型材料研究の実効的な利活用にむけた研究プロ
グラム等の実施（候補材の製造・評価および新たな実験
データを効率的に生み出す高速な材料施策・評価等）

＜材・文01、材・経02、も・経05について＞
材料と情報の両方の知識のある人材が圧倒的に不足してい
る。NIMSのイノベハブのクロスアポイントメント制度だけでは、
（人材育成の施策が）足りないのでは。両分野に精通した
研究者にとってのインセンティブも重要で、その制度設計もよく
検討してもらいたい。

材料科学のみならず情報科学研究者の人材登用に向け、
拠点に参画する研究者の賃金やキャリア形成において柔軟
な対応を模索する。例えば、クロスアポイントメント制度の活
用推進や、若手任期制研究者に対するキャリアパスの構築
等、拠点への研究者の積極的参画に向けた取組を行う。

助言と対応
統合型材料開発システム
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

材・文01

情報統合型物質・材
料開発の推進（マテリ
アルズ・インフォマティクス
の推進）

12018
の内数

情報統合型物質・材料研究拠点組織を新設。クロスアポイ
ントメント制度等を活用し、外部からの人材を糾合し、ハブ組
織を立ち上げた。企業等が実質的に参加しやすいルールを策
定しコンソーシアムの制度設計を完了。

クロスアポイントメント制度の導入による外部研究者の
NIMSでの雇用や、若手研究者の雇用の拡充を進め、
事業推進によるハブ拠点の組織化・充実を更に進めつ
つ、体制・方針等の戦略の見直しも進める。

本事業で構築するデータベースやデータ科学ツール群などを搭
載するデータプラットフォームの基本設計を完了。化合物の結
晶構造等、データ科学的な研究開発に必須となるデータベー
スを大幅に拡充した。SIP-MI、AIST-AIセンター、理研AIP
などとの連携に向けたコミュニケーションを継続中。

サーバの充実、インターフェース開発等、方針・方策に
則ったデータベースの構築（拡充と利用しやすさの向
上）を進める。

全国の大学や研究機関との研究ネットワークを形成。蓄電池、
磁石、スピントロニクスデバイス、電熱制御材料、熱電変換材
料に関するデータ科学的手法を適用した物質・材料開発体
制を構築し、セミナーを開催するなど情報・人材交流を実施し
ている。

機械学習など情報科学的な手法を材料分野へ適用
するアルゴリズムに特化した研究を推進。
既存のデータを用いたデータ駆動型材料研究の試行
を、蓄電池、磁性および伝熱制御材料等について推
進する。

材・経02 超先端材料超高速開
発基盤技術プロジェクト 1950 1780 平成28年度新規施策 研究開発チーム編成を後に決定

も・経05
CPSによるデータ駆動
型社会の実現 6790 6360

平成２７年５月に、辻井潤一氏をセンター長として、産業
技術総合研究所に人工知能研究センターを設立。当初は
研究者約７５名の体制でスタートし、平成２８年１月時点
では約１５０名超の体制に拡充。

・分野横断的な技術として、データ収集システム、高速
大容量データストレージシステム、人工知能計算機基
盤技術、セキュリティについて、課題の整理及び共通
基盤技術開発を実施。

・「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した
大規模目的研究と、その成果を実用化に結びつける
ための研究開発、さらには、評価手法・ベンチマーク
データセット等の共通基盤技術の整備等を進める。

人工知能研究センターを拠点とした体制で、次世代人工知
能・ロボット中核技術開発事業を実施。大きく分けて①大規
模目的基礎研究・先端技術の研究開発、②次世代人工知
能フレームワーク・先進中核モジュールの研究開発、③次世
代人工知能共通基盤技術の３項目の研究開発に着手。

人工知能研究センターが、カーネギーメロン大学、豊田工業
大学シカゴ校、ドイツ人工知能研究センター等と協力関係の
構築に着手。

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
統合型材料開発システム

予算単位は（百万円）
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•輸出産業の主力である素材産業の国際競争力の向上には、他国が容易に追従できない革
新的材料を創出可能な計算・データ科学を駆使する新たな研究開発システムの構築が必要

•信頼性の高い材料データベースと、要求性能を満足する材料を大量のデータから探索する技
術、性能予測する技術等を統合した材料開発システムを構築。それによりニーズを先取りした
新機能材料を短期間で創出し、素材産業を強化

そ

材料開発・生産（素材産業） 製造業 市 場

材料DB 材料性能
予測DB

実験・分析・
評価DB

(１) 信頼性の高い
材料DBの構築

材料探索
モジュール

性能予測
モジュール.

(３) 高速で高効率
な材料試作、計測・
評価技術

(２) DBを活用した材料開発技術

統合型材料開発システム【文科・経産省】

Output：
要求性能
を満たす
材料・
プロセス
（計算）

情報統合型物質・材料開発イノベーションハブ（NIMS)／AI研究センター（AIST)／大学

情報・計算科学（AI含む）の適用

ニーズ

シーズ/新材料

候補材の高速
試作・評価と結
果のフィードバッ
ク

素材産業*)の強化と新市場の創出

Input：
ほしい機能/性能

評価：OK

革新的材料を
短期間で開発

*)輸出総額（約73兆円@2014年）
の20%以上を占める

蓄電池材料
磁性材料

伝熱制御
材料

その他
機能性
材料

ニーズ

新製品

ⅲ）統合型材料開発システム ｰマテリアルズインテグレーションシステムｰ

システム化概要

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅲ）統合型材料開発システム

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅲ）統合型材料開発システム
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対象とした平成２８年度アクションプラン
地域包括ケアシステムの推進

施策番号 施策名 実施府省 備考

1 地・総01 次世代救急自動車の研究開発 総務省
（消防庁）

2 地・総02 次世代医療・介護・健康ICT基盤高度化事業 総務省

３ 地・総03 自律型モビリティシステム（自動走行技術、自動
制御技術等）の開発・実証 総務省

４ 地・国01 ３次元地理空間情報を活用した安全・安心・快
適な社会実現のための技術開発 国土交通省

５ 地・国02 高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づ
くりの推進 国土交通省

６ 地・厚01 遠隔医療従事者研修事業 厚生労働省

７ 地・経02 ICTを活用した診療支援技術研究開発 経済産業省

８ 地・経03 ロボット介護機器開発・導入促進事業 経済産業省

９ 【再】も・経05 CPSによるデータ駆動型社会の実現 経済産業省

10 【再】も・文01 人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ
統合プロジェクト 文部科学省
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地域における人とくらしのWG構成員からの助言 （総合戦略2016策定に向けての）対応

「高齢者」を対象とした枠組みから、全ての国民を対象として
検討するべき

法律に定めた「地域包括ケアシステム」の概念を越えた枠での
システムへ変更
併せて標題を、「健康立国のための地域における人とくらしシ
ステム（「地域包括ケアシステムの推進」等）」と変更

誰もが積極的に参画できる社会の実現に向け、ソフト事業に
限定せず、居住空間や街空間を含めて検討するべき

重きを置くべき取組として、１）ICT等の活用による予防・医
療・介護等情報の利活用の推進、２）支援を必要とする者
の自立促進及び看護・介護等サービスの効果的提供の支援
技術の研究開発、３）人にやさしい住宅・街づくりに資する
研究 の３本柱のシステムへと変更

助言と対応
地域包括ケアシステムの推進
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

地・総01 次世代救急自動車の
研究開発 58 20 － ・調査及び試作車設計

地・総02
次世代医療・介護・
健康ICT基盤高度化
事業

770 350 －
・健康指標の改善等
（フィールド研究等を通じて検証を行う予
定）

地・総03
自律型モビリティシステ
ム（自動走行技術、
自動制御技術等）の
開発・実証

1750 980 －

・スマートロボット実証実験ゾーン（仮称）に
関するモデル地区の選定、創設準備
・IoT推進コンソーシアム 技術開発WG（ス
マートIoT推進フォーラム）の設立及び自律
型モビリティプロジェクトの設置、プロジェクトにお
ける検討の推進
・自律型モビリティシステムを実現する高精度
かつ安全なプラットフォームの基礎検討及び実
証環境の整備の推進

地・国01
３次元地理空間情
報を活用した安全・安
心・快適な社会実現
のための技術開発

89 45

・シームレス測位に必要となる位置情報基盤を構
成するパブリックタグ情報共有のための標準仕様案
（Ver.0,3）を作成した。また連携施策（地・国
02）における実証実験等で本仕様案に基づいた
シームレス測位を試行した
・施設管理者や視覚障碍者などから意見聴取を
行い、屋内３次元地図の標準仕様素案を作成し、
地図データの作成検証を行った。また、連携施策
（地・国02）で使用する地図データを本仕様素
案に基づいて作成頂き、課題抽出を行った

・動的な測位情報をより広く利活用するため、
引き続き技術基準の検討を実施。実証実験
の環境整備として、場所情報コード等を利用
して異なった測位デバイス間を橋渡しする仕組
みについて検討し、シームレス測位の技術基
準及びガイドライン（案）を作成
・モデル地区を対象とした実証実験により、効
率的な３次元地図の整備・更新方法を開発

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
地域包括ケアシステムの推進

予算単位は（百万円）
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

地・国02
高精度測位技術を
活用したストレスフ
リー環境づくりの推進

150 91 －

・H27年度の東京駅周辺での先行的な空間情
報インフラの整備・活用実証の成果を踏まえ、空
港、競技場（屋内外）、主要な交通結節点等
での空間情報インフラの整備・活用実証（多言
語やバリアフリー対応のナビゲーション等を検討）
を実施し、サービスの見える化を図る
・屋内地図の整備、更新、流通に向けた体制の
立ち上げ、多様な位置情報サービスに応じた測位
機器の設置要領の補完を行う
・高精度測位環境を活用した施設管理面からの
サービスの検討

地・厚01 遠隔医療従事者研
修事業 7 7 － ・研修事業の継続的な実施と関係学会等との連

携による研修内容のブラッシュアップ

地・経02 ICTを活用した診療
支援技術研究開発

435の
内数

300の
内数 ・ウェアラブル血圧計の試作機を開発 ・ウェアラブル血圧計の精度評価及び試作機の改

良

地・経03 ロボット介護機器開
発・導入促進事業 2000 2000

・厚労省や国立研究開発法人日本医療研究
開発機構と緊密に連携しつつ、現場ニーズに的
確に対応できるよう、H26年度の研究開発事
業を継続して実施した

・補助事業の成果の検証・絞り込み
（ステージゲート審査の実施）
・製品化された機器を市場へ導入

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
地域包括ケアシステムの推進

予算単位は（百万円）
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 超高齢社会で、高齢者が生きがいをもって暮らせる社会を作り出すため、予防・医療・介護への生活
支援が一体的に提供される地域包括ケアの推進により、高齢者の自立を支援
 各種データの共有解析や、AI等も応用し、効果的なサービス提供と、介護従事者の負担軽減を目
指す。併せて、自律型モビリティ開発や環境基盤整備により高齢者の自立行動を支援
 高齢者の社会参画により、社会的役割の自覚や生きがいを育み、活力に満ちた社会を構築
 セルフケアサービス市場を構築、システム化されたサービスの海外展開等、新たな市場開拓

iv）地域包括ケアシステムの推進

システム化概要

AI等データベース

ｾﾝｼﾝｸﾞ技術【経】
IoT機器からの
情報提供高 齢 者

医療関係者

医療費52.6兆円
（2025年予測値）

介護関係者

介護費16.2兆円
（2025年予測値）

情報

情報

次世代ICT基盤を介した情報
共有、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援

セルフケア
情報

医療

ケア

社会参画

革新的ﾈｯﾄ
ﾜｰｸ基盤
ｾﾝｼﾝｸﾞ技術

自律型ﾓﾋﾞﾘﾃｨ
次世代救急自動車

3次元
地図・
測位

ﾛﾎﾞｯﾄ介護機器

活用

次世代解析技術

次世代解析技術
【官房、総、文、厚、経】

次世代医療ICT基盤
【官房、総、厚】

ｼｽﾃﾑ利用ｽｷﾙ、多職種
連携ｽｷﾙの習得【厚】

移動支援
【警、総、国】

自立支援
【厚、経】

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅳ）地域包括ケアシステムの推進

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅳ）地域包括ケアシステムの推進
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対象とした平成２８年度アクションプラン

施策番号 施策名 実施府省 備考

１ お・総01 グローバルコミュニケ－ション計画の推進 ‒多言語音声翻
訳技術の研究開発及び社会実証- 総務省

２ も・経05（再掲） CPSによるデータ駆動型社会の実現 経済産業省

３ 地・国02（再掲） 高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づくりの推進 国土交通省

４ 地・総03（再掲） 自律型モビリティシステム（自動走行技術、自動制御技術
等）の開発・実証 総務省

５ お・経01 革新的印刷技術による省エネ型電子デバイス製造プロセス
開発 経済産業省

６ お・総02 IoT共通基盤技術の確立・実証 総務省

７ も・文01（再掲） AIP:人工知能/ビッグデータ/IoT/サイバーセキュリティ統合
プロジェクト 文部科学省

８ も・経05（再掲） CPSによるデータ駆動型社会の実現 経済産業省

９ お・国01 次世代海上交通システムの開発 国土交通省

おもてなしシステム
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助言と対応
おもてなしシステム

システム基盤技術検討会等の構成員からの助言 対応

＜お・総01について＞
多様なシナリオやニーズに答えるべく開発されることになるが、
総花的になるとオリパラ終了時に使われなくなっていく。ビジネ
ス的な循環を意識して、BtoBtoCがしっかり成り立つ部分を
メインシナリオにして完成度を高める必要がある

産学官の連携により「グローバルコミュニケーション計画」を推進することを目的
とした「グローバルコミュニケーション開発推進協議会」では、研究開発を実施
するメーカ等だけではなく、多言語音声翻訳システムの利用者となるサービス
提供事業者等も参画し、同システムの利用シーンの検討を踏まえた優先度の
高い技術課題等の洗い出し、利用者ニーズを踏まえて選択と集中の観点から
みた解決策の検討を行うことを通じて、将来のビジネスを視野に入れた検討を
実施しています。本協議会での検討結果を逐次、本施策に反映していき、実
用性の高い翻訳システムの開発を進めていくこととしています。

システム基盤技術検討会等の構成員からの助言 対応

＜も・経05について＞
３省連携の司令塔とそのセンター長の役割と権限、責任を
明確にして推進していくべきではないか。またセンター長はリー
ダーシップを発揮できる推進体制にすべきではないか

現在、総務省、文部科学省との連携により、政府における次世代人工知能
技術の研究開発における３省連携体制について議論を行っております。 その
際、政府側のみならず、産業界側の取組も対象とした司令塔機能としての
「事業合同推進委員会（仮称）」の設置を検討しております。
また、研究の総合調整機能として、３省所管のNICT、理研、産総研のセン
ター長からなる「研究連携会議（仮称）」の設置を検討しております。同会
議では、センター長が他機関の活動も理解しながら、研究をより推進できるよ
う、研究連携テーマ等について検討を進めていくことを想定しております。

＜も・経05について＞
「人工知能研究センター」の活動がメインになると思われるが、
ここだけで「人工知能」に関わるすべての分野をカバーできるわ
けではないので、関連機関の活動の成果も取り入れつつ、わ
が国としての優位性確立を目指してほしい

産総研人工知能研究センターでは、クロスアポイントメントや出向等を通じて
研究者を結集し、また、共同研究等を通じて外部機関との連携を図ることに
より、「人工知能研究センター」内にとどまらない、オープンイノベーションを推進
することにより、我が国としての優位性確立に努めていきます。
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助言と対応
おもてなしシステム

システム基盤技術検討会等の構成員からの助言 対応

＜地・総03（再掲）について＞
他のサービスやシステムとの連携が必要

センサーネットワークシステムとの連携や他のセキュリティシステムとの併用
も可能とすることで、相互に価値を高めることのできるシステムとの連携の
可能性を検討していきます。

＜地・総03（再掲）について＞
多視点で撮像する技術は既にある。撮像した映像を再合成
して臨場感のある映像を見せる技術の研究開発が重要な要
素である

本施策では、多視点で撮像された映像から、自律モビリティシステム等
の安全な移動に資する情報を抽出し、ネットワークの負荷を低減すると
ともに、可能な限りリアルタイム性を備えた情報抽出を行うことで、電子
的な３次元空間で実現することを目的としたものです。これを臨場感の
ある映像として再合成することも可能な技術です。

システム基盤技術検討会等の構成員からの助言 対応

＜お・経01について＞
東京オリパラに間に合わせるには、どのような臨場感を与える
のかを明確にできる方の参加が必要ではないか

大会プロジェクト⑧に参画する民間企業等については、とりまとめ府省で
ある内閣府及び大会プロジェクト⑧のリーダー府省である総務省のイニ
シアチブのもと、関係各省庁ならびに省内関係部局と連携しながら検討
してまいりたい。

＜お・経01について＞
アプリケーションをある程度想定して、技術開発のtargetや
Specを決め、その達成目標、達成に向けた取組予定を記
載頂きたい

本事業成果の適用拡大については、デバイスメーカーを所管する商務
情報政策局情報通信機器課とも連携しながら引き続き検討してまいり
たい。



169

システム基盤技術検討会等の構成員からの助言 対応

＜お・総02について＞
３省連携の司令塔とそのセンター長の役割と権限、責任を
明確にして推進していくべきではないか。またセンター長はリー
ダーシップを発揮できる推進体制にすべきではないか

現在、文部科学省、経済産業省との連携により、政府にお
ける次世代人工知能技術の研究開発における３省連携体
制について議論を行っております。 その際、政府側のみならず、
産業界側の取組も対象とした司令塔機能としての「事業合
同推進委員会（仮称）」の設置を検討しております。
また、研究の総合調整機能として、３省所管のNICT、理研、
産総研のセンター長からなる「研究連携会議（仮称）」の設
置を検討しております。同会議では、センター長が他機関の
活動も理解しながら、研究をより推進できるよう、研究連携
テーマ等について検討を進めていくことを想定しております。

助言と対応
おもてなしシステム
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システム基盤技術検討会等の構成員からの助言 対応

＜お・文01（再掲）について＞
人工知能分野の研究について世界に伍する成果を出すには
分野を特定して集中投資を図るべきではないか

具体的に集中する研究開発課題の選定は、今後AIPセンター長ととも
に詳細に検討していきますが、10-15年後に世界をリードする革新的な
人工知能の基盤技術の開発を中心に、基礎研究だけでなく社会応用
も見据えて、研究分野を特定していきます。

＜お・文01（再掲）について＞
３省連携の司令塔とそのセンター長の役割と権限、責任を
明確にして推進していくべきではないか。またセンター長はリー
ダーシップを発揮できる推進体制にすべきではないか

現在、総務省、経済産業省との連携により、政府における次世代人工
知能技術の研究開発における３省連携体制について議論を行っており
ます。 その際、政府側のみならず、産業界側の取組も対象とした司令
塔機能としての「事業合同推進委員会（仮称）」の設置を検討してお
ります。
また、研究の総合調整機能として、３省所管のNICT、理研、産総研
のセンター長からなる「研究連携会議（仮称）」の設置を検討しており
ます。同会議では、センター長が他機関の活動も理解しながら、研究を
より推進できるよう、研究連携テーマ等について検討を進めていくことを
想定しております。

＜お・文01（再掲）について＞
技術的先端性のみを追求するのではなく、社会インパクトや
ELSI問題などにも十分配慮する必要があるので、海外動向
も踏まえ議論を深めてほしい

文部科学省における「情報科学技術委員会」や、AIPガバニングボード
での議論等を踏まえて、詳細に判断していきます。また、理研のAIPセン
ター内にも検討チームを設置し、人工知能技術等の研究開発の進展
に伴って生じる倫理的、法的、社会的問題に関する議論をしていきます。
３省連携においても、国内外の動向（研究・産業界）の合同調査機
能の設置等について検討を進めています。

助言と対応

おもてなしシステム
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システム基盤技術検討会等の構成員からの助言 対応

＜お・国01について＞
国費投入の必要性は高いが、民間技術の活用も積極的に
進めて頂きたい

ご指摘のとおり民間技術の活用について検討していきます。
なお、一例として灯浮標から情報を収集する手段については、
複数の民間より技術提案を受け、この提案をもとにシステム
構成案を検討しています。

＜お・国01について＞
他の交通システム（道路、航空、鉄道等）との統合につい
て検討が必要ではないか

本施策の実現にあたっては、各センサーから得られた情報を
統合するＤＢの構築を検討しています。
このＤＢの情報を他の交通システムと共有することは技術的
に不可能ではないと思います。

助言と対応
おもてなしシステム
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

お・総01

グローバルコミュニケー
ション計画の推進 －
多言語音声翻訳技術
の研究開発及び社会
実装－

2070
＋

27461
の内数

1260
＋

27031
の内数

今年度より多言語音声翻訳システムを様々な場面で
実利用するために不可欠な雑音抑圧技術等の研究開
発や、病院、商業施設、鉄道、タクシー等の実際の現
場での性能評価等を実施。
また、多言語音声翻訳システムを広く普及させることを
目的として、全国各地の商業施設や観光案内等での
利活用実証を実施。
さらに、日英間の医療分野の翻訳を実用レベルで実現
可能とするため、医療用語５万語の追加登録を実施。
その他言語についてもコーパス整備を実施中。

平成27年度に引き続き、多言語音声翻訳システムを様々な場
面で実利用するために不可欠な雑音抑圧技術等の研究開発や、
病院、商業施設、鉄道、タクシー等の実際の現場での性能評価
等を通じて、更なる多言語音声翻訳技術の精度向上を図る。
また、全国各地の商業施設や観光案内等での利活用実証を継
続的に実施し、地域の観光産業の活性化に寄与する。
また、日英中韓の４言語間でさらに追加１分野（例：買い物
及びその他の会話等）の翻訳を可能とするため、ショッピングセン
ター、飲食店等において大規模音声翻訳実証実験を行う。

従来の日英中韓に加え、スペイン、フランス、タイ、インド
ネシア、ベトナム、ミャンマー語の10言語の旅行会話の
翻訳を比較的精度よく実現。

訪日外国人旅行者の多い国で使用されている言語の翻訳を可
能とするため、ベトナム語及びインドネシア語の音声認識及び音声
合成技術の開発を行う。

も・経05
（再掲）

CPSによるデータ駆動
型社会の実現 6790 6360

平成２７年５月に、辻井潤一氏をセンター長として、産
業技術総合研究所に人工知能研究センターを設立。当
初は研究者約７５名の体制でスタートし、平成２８年
１月時点では約１５０名超の体制に拡充。 ・分野横断的な技術として、データ収集システム、高速大容量

データストレージシステム、人工知能計算機基盤技術、セキュリ
ティについて、課題の整理及び共通基盤技術開発を実施。

・「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大規模目
的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さら
には、評価手法・ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の
整備等を進める。

人工知能研究センターを拠点とした体制で、次世代人
工知能・ロボット中核技術開発事業を実施。大きく分け
て①大規模目的基礎研究・先端技術の研究開発、②
次世代人工知能フレームワーク・先進中核モジュールの
研究開発、③次世代人工知能共通基盤技術の３項
目の研究開発に着手。
人工知能研究センターが、カーネギーメロン大学、豊田
工業大学シカゴ校、ドイツ人工知能研究センター等と協
力関係の構築に着手。

地・国02
（再掲）

高精度測位技術を活
用したストレスフリー環
境づくりの推進

150 91 H28年度新規施策

H27年度の東京駅周辺での先行的な空間情報インフラの整備・
活用実証の成果を踏まえ、空港、競技場（屋内外）、主要な
交通結節点等での空間情報インフラの整備・活用実証（多言
語やバリアフリー対応のナビゲーション等を検討）を実施し、サービ
スの見える化を図る。
屋内地図の整備、更新、流通に向けた体制の立ち上げ、多様な
位置情報サービスに応じた測位機器の設置要領の補完を行う。
高精度測位環境を活用した施設管理面からのサービスの検討

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
おもてなしシステム 予算単位は（百万円）
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

地・総03
（再掲）

自律型モビリティシステム
（自動走行技術、自動
制御技術等）の開発・
実証

1750 980 H28年度新規施策

スマートロボット実証実験ゾーン（仮称）に関するモデル地
区の選定、創設準備

IoT推進コンソーシアム 技術開発WG（スマートIoT推進
フォーラム）の設立及び自律型モビリティプロジェクトの設置、
プロジェクトにおける検討の推進

基礎検討及び実証環境の整備の推進

お・経01
革新的印刷技術による
省エネ型電子デバイス製
造プロセス開発

700 700

【達成】on電流の面内平均値からのばらつきがσ≦10％以下
のスペックを持つA4サイズのTFTアレイを50枚連続生産可能
であり、生産タクト90秒/m2以下となる連続印刷プロセス技
術を開発した。

白色反射率50％以上の「明るさ」、カラー（色数）が512
色以上の「色鮮やかさ」を実現する高反射型カラー電子ペー
パーや900ｘ420mmのメートル級有機TFTを用いた大面
積圧力センサを開発した

これまでに開発したフレキシブルアライメントや親撥版等の要
素技術を適用した新規の回転搬送型設備にて、一定の生
産性（生産ﾀｸﾄ≦180秒/m2）を検証する。

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
おもてなしシステム

予算単位は（百万円）
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

お・総02 IoT共通基盤技
術の確立・実証 1100 350 H28年度新規施策

IoT推進コンソーシアム 技術開発WG（スマートIoT推進フォーラム）の
設立、IoT共通基盤技術の研究開発・社会実証プロジェクトの設置及び
プロジェクトにおける検討を推進
スマートコミュニティ、スマートシティとして先進的な実証を行う場所の
選定、実証準備
各種IoTサービスの提供を実現する共通基盤技術及び革新的ネッ
トワーク基盤技術の研究開発、スマートIoT推進フォーラムメンバー
を中心とした新たなIoTサービスアプリケーションの検討

も・文01
（再掲）

AIP:人工知能/
ビッグデータ/IoT/
サイバーセキュリティ
統合プロジェクト

10000 5448 H28年度新規施策

革新的な人工知能を中核とした統合研究開発拠点を設置すると
ともに、研究機関及び大学、企業の研究者等の人材を結集するこ
とにより、研究チームを構成し、研究開発を開始。
集中講義やサマースクールなどを通じて実施。
戦略的創造研究推進事業の一部として、ACT-I等の取組を開始。

も・経05
（再掲）

CPSによるデータ駆
動型社会の実現 6790 6360

平成２７年５月に、辻井潤一氏をセンター長として、産業技
術総合研究所に人工知能研究センターを設立。当初は研究
者約７５名の体制でスタートし、平成２８年１月時点では
約１５０名超の体制に拡充。

・分野横断的な技術として、データ収集システム、高速大容量
データストレージシステム、人工知能計算機基盤技術、セキュリ
ティについて、課題の整理及び共通基盤技術開発を実施。

・「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大規模目
的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さら
には、評価手法・ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整
備等を進める。

人工知能研究センターを拠点とした体制で、次世代人工知
能・ロボット中核技術開発事業を実施。大きく分けて①大規
模目的基礎研究・先端技術の研究開発、②次世代人工知
能フレームワーク・先進中核モジュールの研究開発、③次世代
人工知能共通基盤技術の３項目の研究開発に着手。
人工知能研究センターが、カーネギーメロン大学、豊田工業大
学シカゴ校、ドイツ人工知能研究センター等と協力関係の構
築に着手。

お・国01 次世代海上交通
システムの開発 ー ー

VDESの開発に係る国際会議を日本で開催し、IMOに提案
するVDESの性能基準案等をとりまとめた。 ＩＭＯ等における議論、プロトタイプの実証にかかる支援
画像解析技術により小型船舶の動静を把握する技術の開発
に着手したほか、複数のセンサーから得られる位置データの融
合に関する課題を抽出した。

船舶等の動静把握技術の開発、小型船舶の位置情報を融合す
る場合の課題等の検討

AISデータに基づいて構築された数理モデルにより船舶の動静
を予測し、一定時間後の位置・危険度を予測するエミュレータ
を開発した。

プロトタイプの検証

海上における920MHz帯無線機の通信実験等を実施し、実
用モデルに活用可能なことを確認した。 クラウド環境下での検証

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
おもてなしシステム 予算単位は（百万円）
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v）おもてなしシステム
大会を活用し、来日客に対して移動や会話に伴うストレスのない、やさしい誘導を行い、イベ
ント・観光における感動共有を、都心部や観光地だけではなく日本のどこでも提供

システム化概要

• 文化・言語の壁⇒翻訳精度を追求した多言語音声翻訳技術を搭載したロボットやウェアラブル端末等
• 競技観戦者数は有限⇒競技の感動を日本各地へ・世界の各都市へ伝送する空間映像システム
• 複雑な公共交通NW・会場までの混雑⇒安全・安心・快適のためのサイバーフィジカルシステム

多言語音声翻訳システム
• 4言語5分野を翻訳可能（総・文）
• 高精度な屋内地図整備（国）
• 高精度なAI、ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ処理（経）
母国語で会話できるﾊﾞﾘｭｰ
目的地へ到達できるﾊﾞﾘｭｰ

サイバーフィジカルシステム
• IoTによる人流抽出、AI、
ビッグﾃﾞｰﾀ処理（総・文・経）

• 海上交通のビッグデータ処理（国）
移動最適化のﾊﾞﾘｭｰ
陸上・海上の安全化のﾊﾞﾘｭｰ

空間映像システム
• 競技者の3次元映像生成（総）
• ﾌｨﾙﾑ型のﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ（経）
遠隔地での感動共有のﾊﾞﾘｭｰ
 ﾋﾞﾙ面を大画面化してﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ
ﾋﾞｭｰｲﾝｸﾞするﾊﾞﾘｭｰ

医療分野での活用

地域振興へ活用

教育分野での活用

共通のプラット
フォームとしての活用

他
用
途
へ
の
適
用

What is a
recommended meal?
（何かおススメの食事は

無いかな？）

「富士弁当」が
海外の方に人気です

• 医療ツーリズムの誘導
• 遠隔医療サービスの実現

• 臨場感あふれる遠隔教育の実現

高度医療を受け
れて良かったね。

エネルギー利用の
スマート化

• 各システム間でのデータ利活用
による新たな価値の創出

日
本
ブ
ラ
ン
ド
の
向
上

２
０
２
０
年
大
会
で
の
活
用

訪
日
外
国
人
旅
行
者
数
２
０
０
０
万
人
達
成
と

国
内
消
費
の
さ
ら
な
る
増
加
に
貢
献

（
旅
行
収
支
の
大
幅
黒
字
化
）

調べて
みましょう

What is that player?
（あの選手は誰？）

レジリエント防災・
減災システム、な
ど

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅴ）おもてなしシステム

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成
ⅴ）おもてなしシステム



Ⅴ．農林水産業の成長産業化

ⅰ）スマート・フードチェーンシステム
ⅱ）スマート生産システム
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対象とした平成２８年度アクションプラン

スマート・フードチェーンシステム
施策番号 施策名 実施府省 備考

1 フ・内科01 新たな育種体系の確立（ＳＩＰ） 内閣府

2 フ・農01 ゲノム情報を活用した農畜産物の次世代生産基盤
技術の開発 農林水産省

３ フ・農02 国産花きの国際競争力のための技術開発 農林水産省

４ フ・内科02 次世代機能性農林水産物・食品の開発（ＳＩ
Ｐ） 内閣府

５ フ・農03 地域の農林水産物・食品の機能性発掘のための研
究開発 農林水産省

６ フ・内科03 収量や成分を自在にコントロールできる太陽光型植
物工場（ＳＩＰ） 内閣府

７ フ・農04 ウナギ種苗の大量生産システムの実証事業 農林水産省

８ フ・農05 輸出産地の課題解決に向けた研究開発 農林水産省
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農林水産戦略協議会構成員からの助言 対応

育種、生産等におけるＩＣＴの利用の標準化などによるシス
テムの高度化
・ＡＩ、ビックデータを利活用した科学的な立証の面では、農
業分野は遅れ気味であり、府省連携によるレベルの向上が
必要である。

内閣官房ＩＴ総合戦略室を中心に関係府省との連携の強
化を図ることで、育種・生産におけるビックデータ解析や生産
から加工・流通のプロセスを繋ぐ情報プラットフォームの構築等
生産システムの高度化を図る。

海外市場やインバウンドでの需要を見据えた高付加価値品
種の開発
・高付加価値化と生産性の向上など、海外を含めた実需者
の視点で出口をしっかり見据えた研究・開発の課題設定が重
要である。
・日本の育種品種を海外で生産した場合の防御対策の検
討

農林水産物の高付加価値化に向けては、生鮮品と加工品
市場等具体的なターゲットを明確にした上でのマーケティング
の分析のほか、サプライヤーのナショナルレベルでの一元化や
官民の適正な領域分担による知財戦略など、グローバルな
展開での取組みが必要。

遺伝資源の確保に向けた対策の必要性
・国内外の遺伝資源の確保、維持する上での府省横断的な
枠組み作りが必要である。

遺伝資源の戦略的な確保に向けた各府省庁の研究機関や
大学等での連携体制の構築など、府省横断的な枠組み作
りの検討が必要。

助言と対応
スマート・フードチェーンシステム
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

フ・内科01 【ＳＩＰ】新たな育種体系の
確立

50000の
内数

50000の
内数

・ゲノム編集拠点を稼働させ、育種研究者がゲノム
編集技術を利用できるよう技術的なサポートを実
施。
・開花促進が効率よく実現できる技術を開発。

新たな国産ゲノム編集技術等を開発し、画期的な形
質を持つトマト、イネ等を作出する。また、国民の受容
環境整備に向けたサイエンス・カフェ等の取組を計画的
に展開する。

フ・農01
ゲノム情報を活用した農畜産
物の次世代生産基盤技術の
開発

1098 786
家畜の重要形質に関するゲノム領域を５つ以上特定し、
DNAマーカーの開発に向け、DNAマーカー候補について、
検証集団を用いたDNAマーカーとしての有効性を検証
する。

フ・内科02 【ＳＩＰ】次世代機能性農
林水産物・食品の開発

50000の
内数

50000の
内数

脳機能活性化、身体ロコモーション維持等に効果
のある農林水産物・食品の科学的エビデンス獲得
に向けて、脳機能活性化等の効果が解析された食
品因子に関してヒト介入試験を開始。

脳機能活性化やロコモーション機能改善効果に関する
科学的エビデンスを獲得するとともに、商品化及び農林
水産業活性化への道筋を明確化する。

フ・農03
地域の農林水産物・食品の
機能性発掘のための研究開
発

150 120

・地域のコホート研究等から健康維持効果があると考え
られる機能性農林水産物・食品を発掘する。
・コホート研究から発掘された機能性農林水産物・食
品の動物試験により、作用機序の検証を行う。
・機能性成分を高めるための栽培・加工技術、調理技
術を開発する。

フ・内科03
【ＳＩＰ】収量や成分を自在
にコントロールできる太陽光型
植物工場

50000の
内数

50000の
内数

多収・高品質について、網羅的に遺伝子発現、代
謝物量等を測定し、トマトの収量や成分を制御す
るための因子を抽出。

企業との普及コンソを設立し、統合オミクス解析によって
鍵因子の特定を進め、その有効性について多様な栽培
環境による検証を行う。

フ・農04 ウナギ種苗の大量生産システ
ムの実証事業 310 310

これまでの技術開発の成果を活用し、省力化・省コスト
化を図ることにより、商業ベースでのウナギ種苗の大量
生産技術の実用化を加速させる。

フ・農05 輸出産地の課題解決に向け
た研究開発 100 ー

（ＴＰＰ対策として27年度補正予算要求し、施
策の内容等の見直しを実施したため、28年度予算
での要求は行われなかった。）

ー

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
スマート・フードチェーンシステム

予算単位は（百万円）
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ⅰ）スマート・フードチェーンシステム

○創出されるバリュー
・ニーズに応じた農林水産物・
食品の提供、高付加価値商
品の創出
・農林水産業*1)、食品産業*2)

の成長によるＧＤＰ増大

国内外の市場や消費者のニーズを、育種、生産、加工・流通、品質管理等に反映させ、付
加価値の高い農林水産物・食品を提供

システム化概要

生産

加工・流通

・多収性、日持ち性など、有用な形質を持つ品種の開発、遺伝資源の確保
・機能性農林水産物・食品の開発や次世代施設栽培による高付加価値商品の生産・供給
・輸出にも対応可能な品質管理技術、鮮度保持技術等の開発

情報提供
プラット
フォーム

育苗
・育種

定時・定量・定品質供給

機能性農林水産物・食品の開発

外食・
消費

品質管理

鮮度保持期間延長
ニーズに応じた生産

GDP(H24): *1)５兆円、*2) 38兆円食品の安全・信頼性

次世代育種システム

高付加価値化

輸出促進
長期保存

収量･品質の制御

生物機能性の高度利用による新価値創出

【内科、文、農】

【内科、文、農、経】

【農】

【農】

ビッグデータ
の活用

ブランドの確立

遺伝資源の戦略的確保

V．農林水産業の成長産業化
ⅰ）スマート・フードチェーンシステム
V．農林水産業の成長産業化
ⅰ）スマート・フードチェーンシステム
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対象とした平成２８年度アクションプラン

施策番号 施策名 実施府省 備考

1 生・内科01
農業のスマート化を実現する革新的な生産システ
ムー高品質・省力化を同時に達成するシステムー
（ＳＩＰ）

内閣府

スマート生産システム
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農林水産戦略協議会構成員からの助言 対応

ＴＰＰ対策として、畜産のスマート化による競争力の強化
・多収性品種や新たな作物の導入など飼料自給率の向上
に取り組む必要がある。
・畜産の機械化に向けては、海外市場も視野に入れたグロー
バル戦略が必要であり、そのためには関係府省の連携が必須
である。

ＴＰＰ大筋合意を受け、関税削減による長期的な影響が
懸念される畜産・酪農について、スマート化等による国際競
争力の強化が重要であり、ＩＣＴやロボット技術等の活用に
より省力化した飼料生産技術の開発やＩＣＴを活用した乳
牛の能力を最大限に発揮させる飼養管理技術及び海外産
と差別化できる和牛肉と豚肉の生産技術の開発など、新た
な取組みを目指す。

農業用ＩＴシステムの標準化
・用語の標準化を図ることで、個々の情報が全体システムで
機能することが重要である。
・輸出先国の規準や規格も含めたＩＣＴシステムの標準化
も必要である。

内閣官房ＩＴ総合戦略室での農業情報の標準化（ガイド
ライン作成）の取組み等を踏まえ、内閣府を含む関係府省
の連携強化により、個別の情報が全体システムで機能する生
産システムの構築を目指す。

生産者を交えた現地実証による課題解決の重要性
・生産現場での問題や地域性の課題解決に向けて、生産者
を交えた現地実証による研究課題の検証が重要である。

ＳＩＰ事業では各技術の連携や統合に向けて、研究開発
の早期段階で農業者を実証試験等に参加させ、現場のニー
ズを取り入れた技術の開発を推進している。

助言と対応
スマート生産システム
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施策番号 施策名
H28
概算
要求

H28
政府
予算

目標に向けたH27年度の成果と要因分析 目標の達成に向けたH28年度の取組予定

生・内科01

【ＳＩＰ】農業の
スマート化を実現
する革新的な生
産システムー高
品質・省力化を
同時に達成する
システム

50000
の内数

50000
の内数

マルチロボットシステムについて、ロボットトラクタの基本性能
やロボット間の通信機能を実地試験で検証。

自動走行技術を活用した社会実装の第１弾として、
低コストな国産運転支援装置を市販化する。

リモートセンシングについて、衛星画像の利用や低層システ
ムからのセンシングについての要素技術の開発、要素技術
の統合化に向けた基礎検討を実施。

衛星や気象等のデータに基づいて栽培管理を支援する
技術の開発では、予測式のアルゴリズム、共通API等の
要素技術を整備し、営農管理システムへ統合する。

圃場水管理システムについて、各種センサ試作機や制御
プログラムを搭載した水管理システムの試作機を研究所内
圃場に設置・試用し、改良。

自動水管理システムについて、導入コスト削減に向けた
改良を進めるとともに、行政部局との一層の連携により、
導入する際の問題点を明確にする。

多圃場営農管理システムについて、衛星データ、気象デー
タ、農作業履歴データなどを解析し、営農管理する統合シ
ステムを設計。

開発したシステムを統合したスマート農業生産システム
の実証農場を設け、プロトタイプシステムの現場実証を
開始するとともに、稲作の生産コストの４割低減に向け
た低減効果の検証に着手する。

各施策の目標に対するH27年度成果とH28年度の取組予定
スマート生産システム

予算単位は（百万円）



184

ii）スマート生産システム

○創出されるバリュー
・誰もが取り組みやすい農業経営
・安定した営農、収益性向上
・生産力増進による食料自給率*向上
・畜産の国際競争力強化、飼料自給率向上

ICTやロボット技術等を活用し、自動化、知能化された農業生産システムを構築
誰もが取り組みやすく安定した収益が得られる農業経営を実現

システム化概要

農業機械の
自動化・知能化

畜産の収益力・生産基盤強化

水管理の自動化

労働時間50%減
水管理労力50%減
施肥量30%減
気象災害５%減

労働時間50%減
水管理労力50%減
施肥量30%減
気象災害５%減

生産管理・
経営支援
システム

気象情報

リモートセンシング

生育情報

農業機械の無人走行
の安全対策

・低コスト・省力化、大規模生産システム 例)マルチロボットの自動走行システム、精密農業、水管理システム
・多収、高品質、効率生産を可能とする栽培管理・生産管理 例)多圃場営農管理システム
・畜産の収益力、生産基盤強化 例)国産濃厚飼料の生産・利用技術、ICTを活用した飼養管理技術

*) 39%（H25カロリーベース）
45%（H37目標）

【官房、内科、総、農、経】

農業用語の標準化

【農、国、警】

【官房、内科、総、農】

国産濃厚飼料の低コスト生産技術

ICTを活用した飼養管理技術

【農】

【内科、農、経】

V．農林水産業の成長産業化
ii）スマート生産システム

V．農林水産業の成長産業化
ii）スマート生産システム


